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新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

Ⅰ 総 額

区 分 令和６年度 令和５年度 伸び率

予算総額 455,597,091千円 457,215,944千円 △0.4％

一般会計構成比 21.5％ 20.7％ －

【一般会計】

区 分 令和６年度 令和５年度 伸び率

予算総額 50,639,824千円 62,180,116千円 △18.6％

【公営競技事業特別会計】

－ ２ －



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

－ ３ －

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策

１ 私学教育の振興

Ｐ ４ 一部新規 私学助成 【学事課】 ５６，８２１，１７３

（単位 千円）

Ｐ ７ 税務行政のＤＸ推進 【税務課】 ５４３，８４３

（１）デジタル技術を活用した県民の利便性の向上

Ｐ ９ 新 規 分かりやすく利用しやすい統計データの提供 【統計課】 ５，９７０

３ 支え合い魅力あふれる地域社会の構築

Ｐ ８ 入札事務のＤＸ推進 【入札審査課】 ５０１，４１２

Ｐ ６ 一部新規 職員のワークエンゲージメント向上の取組

【人事課】 【職員健康支援課】 【管財課】 ９５，３０５

２ 未来の県庁・新しい働き方の実現

Ｐ１０ 県営競輪の開催 【県営競技事務所】 ５０，２６４，１５３

４ 県営競輪の開催



－ ４ －

私学助成

私立学校の教育条件の維持向上等及び父母負担の軽減を図るため、私立学校運営費補助及び私立学校父母負担軽減事業補助等を

実施することにより、私立学校の振興に寄与する。

目 的

担当 学事課 高等学校担当、幼稚園担当、専修各種学校担当
内線 (高校)２５５８、(幼稚園)２５６０、(専各）２５６２

【予算額】５６，８２１，１７３千円

事業概要

１ 私立学校運営費補助 ３３，２３７，２１６千円

（１）私立学校の運営費に対する補助を実施（新規・拡充）

一部新規

ア 高等学校 １６,７１９,４７３千円

・国標準費の増加に、昨今の急激な物価高騰などを加味して県単独補助の

上乗せを行うことで、生徒一人当たり補助単価を増額

イ 幼稚園 １３,０１４,４７８千円

・国標準費の増加を踏まえ、園児一人当たり補助単価を増額

ウ 専修・各種学校 ３６８,７９４千円

エ 小・中・特別支援学校 ３,１０９,８１０千円

 子供の発達カウンセリング支援事業の実施【新規】
・子供の発達について心理士等の専門的な助言を受ける幼稚園に補助
・保護者や教職員が抱える不安を解消し、子供達の就園機会を拡大

 処遇改善事業の実施【拡充】
・教職員の処遇改善に取り組む幼稚園に補助
・幼稚園の給与引上げに対する補助上限額を撤廃

新規・拡充内容

学 種
１人当たり
補助単価

対前年度
増減額(率)

高等学校 ３２４，９４３円
＋５，０７４円

（＋１．６％）

幼稚園 １９９，９３９円
＋２，３２４円

（＋１．２％）

主な学種の児童・生徒１人当たり補助単価



403,000円 (授業料の県内平均額相当(令和６年度))
396,000円  (授業料の全国平均額相当)
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（１）私立学校に通う世帯の父母負担軽減補助を実施（拡充）

ア 高等学校 １５,５１７,３６１千円
・全国上位の補助を実施（授業料、施設費等、入学金）
・県内授業料平均額まで補助上限額を引上げ
・家計急変世帯に対しては補助上限額を超える授業料等を補助

イ 幼稚園 ５,６４２,０７０千円
・幼児教育の無償化を実施
・家計急変世帯に対しては無償化上限額を超える保育料を補助

ウ 専修・各種学校 １,０９７,９３３千円

・３８０万円未満世帯への補助を実施（授業料、入学金）

エ 小・中・特別支援学校 ２３,５８３千円

・小・中学校では家計急変世帯に対して授業料補助

－ ５ －

事業概要

２ 私立学校父母負担軽減事業補助 ２２，３２３，６７７千円

 高等教育修学支援新制度の支援対象【拡充】
３８０～６００万円未満世帯（多子世帯又は理工農系学科）を
補助対象に追加

３ 私立幼稚園等特別支援教育費補助 １，２６０，２８０千円

新規・拡充内容

・障害のある子供を受け入れる幼稚園に対する補助を実施（拡充）

・子供の発達カウンセリング支援事業（再掲）とあわせて幼稚園に対する補助を充実し、幼稚園での受け入れを促進

 補助単価の増額【拡充】 ７８４千円（＋３９２千円）
受入れ人数が１人の場合の補助単価を増額

新規・拡充内容



－ ６ －

職員のワークエンゲージメント向上の取組

職員が働きやすい職場環境を整備し、健康増進とあわせて仕事のやりがいを高めることにより、職員のワークエンゲージメント
を向上させ、質の高い県民サービスの提供を図るとともに、その効果を実証し、新たな庁舎の在り方の検討に活用する。

目 的

担当 管財課 ファシリティマネジメント担当、職員健康支援課 健康管理担当、人事課 人事管理担当
内線 ２６０２、２４７４、２４２９

【予算額】９５，３０５千円

事業概要

１ ＡＢＷ型働き方改革の推進 ８６，７００千円

（１）フリーアドレスエリアの設置 （ 新 規 ） ７０，１２０千円
・所属の垣根を超えて業務に応じ働く場所を選べる執務室を整備
・固定席に捉われないよう対象職員全員にスマートフォン（電話、位置把握等）を貸与

※ABW（Activity Based Working）
仕事の内容等に応じて働く時間や
場所を自由に選択できる働き方

（２）地域版ワークラウンジの整備 （ 新 規 ） １６，５８０千円
・地方庁舎の一角に、ＡＢＷに対応したワークスペース機能を設置
・ペーパーレスから業務プロセス改革を進めるための空間を整備し、
地域機関での働き方改革を後押し

（１）ワークエンゲージメント調査の実施 （ 新 規 ） ２，７５０千円
・働き方等に関する多角的な効果を検証し、指標を可視化
・分析結果を働き方改革や健康経営、キャリア支援等に活用し、さらなるワークエンゲージメント向上を図る

※ワークエンゲージメント：仕事に対する「活力・熱意・没頭」の３つが揃った状態として定義される
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（１）職員のメンタルヘルス対策（ 一部新規 ） ４，７５２千円
・保健師や心理士が、全新規採用職員に面談を実施し、メンタルケアや生活習慣改善を助言

（２）若手職員・女性職員のキャリア支援等（ 一部新規 ） １，１０３千円
・将来に向けてキャリアを見つめ直す契機とするため、主任級昇任者を対象に「キャリアデザイン」に関する研修を実施
・女性職員を対象としたキャリアカウンセリングにおいて、育休中の職員が優先して受けられる枠を新設

２ 個々の職員へのきめ細やかな面談･指導体制の構築 ５，８５５千円

一部新規

３ ワークエンゲージメント調査の実施 ２，７５０千円



税務行政のＤＸ推進

税務行政の更なるＤＸ化を強力に推進し、ペーパーレス化、業務の効率化を実現するとともに、県民サービスの向上を図る。

目 的

担当 税務課 ＤＸ推進担当
内線 ２６６３、２７４７、２６３９

【予算額】５４３,８４３千円 【債務負担行為】１,７４４,２０５千円

事業概要

１ 税務行政のDX推進事業 ５４３,８４３千円 【債務負担行為】１,７４４,２０５千円

（２）税務業務のテレワークシステム構築・運用事業 ５０,５８３千円 【債務負担行為】５７１,０３９千円
税務調査を調査先で行う場合などに、リアルタイムで税務システムのデータを確認できるようセキュリティを確保した

テレワーク（モバイルワーク）の仕組みを構築する。

〔税務行政のDX推進事業 スケジュール〕

令和5年度 令和6年度 R7年度 R8年度
文書管理システム
テレワークシステム 要件定義調査・導入方針検討

設計・構築 稼働（R8.7〜）要件定義

（１）税務業務の文書管理システム構築・運用事業 ４９３,２６０千円 【債務負担行為】１,１７３,１６６千円
税務業務において、文書管理システムを導入し、紙前提の業務プロセスから脱却するとともに、オンライン上でいつでも・

どこでも申告、納税ができる将来に向けた取組の一環として、窓口業務における県民サービスの向上を図る。
・業務効率化（ペーパーレス、起案・決裁、作業の効率化）
・県税事務所の窓口における申請書の自動入力機能など県民の利便性向上

紙前提の業務プロセスが県民サービス向上、業務効率化の妨げに・・・

紙申請により県民の手続が煩雑紙文書では、作業が多く非効率 申請書の自動入力機能など
手続を便利に

電子化により、決裁処理を
適切・効率的に

紙前提の業務プロセスから脱却し、
職員の業務を効率化、県民の利便性向上︕

設計・構築 稼働（R8.7〜）

テスト・データ移行

テスト・データ移行

－ ７ －



入札事務のＤＸ推進

入札事務の更なるＤＸ化を推進することにより、事業者の利便性向上や職員の業務効率化を図る。

目 的

【予算額】 ５０１，４１２千円 【債務負担行為】 ３３０，６６９千円

事業概要

１ 電子入札共同システムの再開発 ５０１，４１２千円 【債務負担行為】 ３３０，６６９千円

（１）電子入札共同システムの再開発 ５０１，４１２千円 【債務負担行為】３３０，６６９千円

市町村等との共同利用システムを再開発し、入札事務の更なるＤＸ化を推進する。

一部の手続きで紙書類が残り非効率

新機能等を備えたシステムで、
事業者の利便性向上︕職員も業務効率化︕

担当 入札審査課 システム担当
内線 ５１８１

開発から約20年経過したシステムがDXのネックに・・・

・入札手続きの完全オンライン化による事業者の利便性向上、ペーパーレス化

・画面刷新・操作性向上及び入札参加資格審査の進捗状況の見える化による事業者の利便性向上

・必要なデータを自由に取り出せる機能の実装によるデータ利活用で職員の業務が効率化

旧態化により手入力が多い画面

××商店

〔スケジュール〕

令和5年度 令和6年度 R7年度

電子入札共同システム
再開発

新システム稼働要件定義

－ ８ －

書類の印刷・郵送が不要

入札手続き完全オンライン化

操作の補助機能による
スムーズな入力

画面刷新

職員のデータ利活用

データ
取出

〇〇会社

データ移行・研修・テスト

設計・構築



－ ９ －

分かりやすく利用しやすい統計データの提供

目 的

担当 統計課 企画指導・統計資料担当
内線 ２３１２、２３３６

【予算額】５，９７０千円

事業概要

１ 分かりやすく利用しやすい統計データの提供 ５，９７０千円

（１）分析結果をBIツールで可視化して提供 （ 新 規 ） １，３５０千円

BIツールを試行的に導入し、県の統計データ等を分かりやすく利用しやすい形式で提供することで、

県民や事業者が、データ分析のスキルがなくとも、容易に統計データ等から欲しい情報を得ることができる。

新 規

（２）紙統計資料のデータ化による統計データの拡充と利便性の向上 （ 新 規 ） ４，６２０千円

県が紙媒体で保有している統計書（明治～昭和）をデータ化（CSV化)し、県のホームページで提供することで、

県民や事業者が、いつでもどこでも統計データを収集し、利活用することができる。

＊BIツール：ビジネスインテリジェンスツールの略。情報システムなどに蓄積される大量の業務データを利用者が

自らの必要に応じて分析・加工し、業務や行政の意思決定支援に活用することができる。

誰もが行政の持つ統計データを容易に収集・活用し、地域課題の解決、地域の活性化などに役立つ分析ができるようにするため、
分かりやすく利用しやすい統計データの提供を行う。



－ １０ －

県 営 競 輪 の 開 催

競輪事業における売上及び収益の最大化による、公益増進及び県財政への貢献

目 的

担当 県営競技事務所 総務経理担当
内線 ０４８－８７１－７００４

【予算額】５０，２６４，１５３千円

事業概要

１ 自転車競技事業費 ４９，７８７，４６３千円

（１）県営競輪の開催 ４９，７８７，４６３千円
・ 勝者投票券の的中者に対して払戻金を交付（売上の75％）
・ 競技実施（選手の管理、自転車の検査、審判等）を競技実施法人に委託
・ 車券発売・払戻、警備、清掃、広報等、競輪開催に必要な業務を民間事業者に包括的に委託
・ 法令に基づき、競輪振興法人に対して交付金を交付（社会福祉事業に活用）
・ 全国の競輪場や民間事業者に委託して場外発売を実施
・ 競輪事業検討委員会を開催 等

（１）一般会計繰出金（自転車） ４７６，６９０千円
・競輪事業の収益が県財政の健全化に貢献

２ 一般会計繰出金（自転車） ４７６，６９０千円

宣伝・広報やイベントの開催によって、ファン層の拡大や売上の増加を目指す。
【写真】高校生選抜ケイリン（左）と小学生向け職業体験教室（右）の様子
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本場売上の推移（億円）

当初予算 当初予算

※Ｒ４、Ｒ５はオールスター競輪開催により、売上が大幅に増加。


